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総務分科会

評価対象事業

・シテイプロモーション推進事業

・ふるさと納税活性化事業

・多様な主体との協働の推進事業
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令和 5年度決算事業評価シート
評価対象：令和 5年度決算

ー

シテイプロモーション推進事業

企画政策部広報シテイプロモーション課 武 2539 

2 事業概要（令和5年4月1日時点）

人口減少期にあっても本市が活力あるまちであるためには、新しい人が継続的に転入し続ける必要がある。このような

将来像を達成するため、子育て世代を対象に本市への転入促進について取り組む。

具体的には、＃ちがすき (WEBサイト）やインスタグラム等を通した情報発信を積極的に展開するほか、移住相談、転

入希望者交流会を実施し、市内への転入を促進する。

國直営 □委託 ロ一部委託 口指定管理者制度 圃協働 □提案型民間活用制度 □PFI 

□その他の民間活用 （ ） 

1, 297, 729 1,139,295 

1. 50 人工

0.40 人工

人工

1. 50 人工

人工

人工

総務費

総務管理費

企画費

シテイプロモーション推進事業費

シテイプロモーション推進事業費

4
 

＃ちがすきをタウンニュース社と協働で運営し、市内で開催されるイベント情報の発信や移住者の茅ヶ崎暮らしを発信すること
で、本市を訪れるきっかけ作りをするとともに、茅ヶ崎暮らしの共感を獲得することを目指した。
Webでの情報発信だけでなく、茅ヶ崎市への転入・茅ヶ崎市での定住を促進するため、茅ヶ崎暮らしの魅力を体感し、移住後の

関係づくりを支援するワークショップを実施した。

＃ちがすきのPV数が令和4年度と比較し、約1.

増加し、茅ヶ崎暮らしの魅力を広く発信することが
できた。

ワークショップでは子育て支援団体や移住者同士
の関係づくりを支援することができた。

本市の魅力の発信力の強化と、本市に興味を持った人
の本市への着地の誘導の2つの面で取り組みを強化してい
く必要がある。

公民連携
民間事業者と連携することで、茅ヶ崎の多様な魅力を

発信することができている。
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令和 5年度決算事業評価シート
評価対象：令和 5年度決算

1 基礎情報

ふるさと納税活性化事業

企画政策部広報シテイプロモーション課 渡辺武 2539 

2 事業概要（令和5年4月1日時点）

市外在住者からの本市の魅力への共感を獲得し、ふるさと納税による寄附が促進されるよう次のことに取り組む。
•各種ふるさと納税ポータルサイトに返礼品を訴求力の高い形で掲載する。
・返礼品事業者の新規開拓と既存事業者の登録返礼品のラインナップ拡充に取り組む。
・ワンストップ特例申請による寄附控除のために必要な事務処理を行う。
・ワンストップ特例申請の利便性向上に向け、オンラインで申請できるシステムを導入する。
• Webや雑誌等の広告枠を活用して寄附促進のプロモーションに取り組む。

口直営 □委託 ■一部委託 口指定管理者制度 口協働 □提案型民間活用制度 □PFI 
□その他の民間活用 （ 

地方税法、所得税法

3
 

39,526,594 

0.80 人工

人工

人工

53,636,448 

1.00 人工

人工

人工

総務費

総務管理費

広報広聴費

広報活動事業費

ふるさと納税推進事業費

4 令和5年度の取組内容

・ふるさと納税制度の安定的な運営を行うとともに、返礼品提供事業者の新規開拓、登録返礼品の拡充、多様な媒体への広告掲
載といった寄附促進のための取組みを実施した。
•寄附チャネルの拡大を目的として、新たなふるさと納税ポータルサイトの登録手続きを進めた。
・ワンストップ特例申請に関する利便性向上のため、マイナンバーカードを用いたオンライン申請サービスを導入した。

・ふるさと納税制度を通じた寄附額は、過去最高の
1億349万6千円となった。 （前年比：約126.6%) 
•新たに172の返礼品を追加し、新たに15事業者が返
礼品提供に係る事業者登録を行った。
•本市へのワンストップ特例申請を行った寄附者の
うち、約65％がオンラインワンストップサービスを
利用した。

広域連携

公民連携

■ I②連携効果はあまり見込めない

■ I①連携効果が見込める

□ I②連携効果はあまり見込めない

•本市への寄附をけん引する目玉商品の発掘及び開発。
・個別返礼品紹介ページの訴求力向上。
・費用対効果の高い広告施策の実施。

各市町間での合意形成が難しく、かつ費用対効果が低
いと考えられるため。

マーケティングノウハウに長けた民間事業者との連携
によって、返礼品をはじめとした本市の魅力を効果的に
発信することができているため。
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令和 5年度決算事業評価シート
評価対象：令和 5年度決算

1 基礎情報

多様な主体との協働の推進事業

市民自治推進課 三浦悦子 2419 

2 事業概要（令和5年4月1日時点）

市民活動団体等の多様な主体ならではの当事者性や専門性、ネットワークなど、行政とは異なる特性を生かした協働が
進むよう、情報の受発信や相談受付、研修の実施、市民活動サポートセンターと連携した事業などを実施する。

■直営 口委託 ロ一部委託 口指定管理者制度 口協働 □提案型民間活用制度 □PFI 

□その他の民間活用 （ ） 

茅ヶ崎市自治基本条例、茅ヶ崎市市民活動推進条例

3 事業費・従事職員数

02 総務費

号
4 令和5年度の取組内容

1. 00 人工

人工

人工

40,000 

0.50 人工

人工

人工

様々な分野において協働を推進するうえで必要となる、協働に関する基礎的な知識、多様な主体との関係性の構築における視
点・考え方、取組事例等について、広く職員が学ぶことを目的とした職員研修「‘‘みんなで’'未来を創る！ ！協働の考え方・進
め方研修」を開催した。
また、市民活動サポートセンターが主催した、市と市民活動団体がどんなことで連携協力できるかなど活動のヒントが見つか

る対話イベント「茅ヶ崎ミライトーク」に協力した。

職員が協働の必要性、メリットや様々な協働の手
法を学ぶことで、多様な主体との協働・連携等を推
進した。

広域連携

公民連携

□ I②連携効果はあまり見込めない

■ I①連携効果が見込める

コロナ後は、協働の件数も増えつつあるが、コロナ前
の水準までには戻っていない。

他市町村の先進事例、制度、課題等について情報共有
などの連携が見込める。

共通する目的の実現に向けて、多様な主体と連携・協
働することにより地域課題の解決などの効果が見込め

□ I②連携効果はあまり見込めない Iる。
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都 市 経 分科会

評価対象事業

襲茅ヶ崎海岸グランドプラン推進事業

闘企業移転＂サテライトオフィス設置支援事業

國森林環境譲与税活用事業
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令和 5年度決算事業評価シート
評価対象：令和 5年度決算

1 基礎情報

茅ヶ崎海岸グランドプラン推進事業

経済部拠点整備課 大川哲裕 2379 

2 事業概要（令和5年4月1日時点）

茅ヶ崎漁港周辺地区におけるまちづくりの指針である「茅ヶ崎海岸グランドプラン」に基づき、 B地区（サザンビーチ
とD地区（西浜駐車場跡地）について、定期借地権方式により土地利用方針に沿った民間活用を目指す。

■直営 □委託 ロ一部委託 口指定管理者制度 口協働 □提案型民間活用制度 □PFI 
□その他の民間活用 （ 

3
 

1. 30 人工

人工

人工

119,600 

1. 30 人工

人工

人工

一般会計

08 土木費

三01 都市計画総務費

茅ヶ崎海岸グランドプラン推進事業費

01 I茅ヶ崎海岸グランドプラン推進事業費

4 令和5年度の取組内容

B地区及ひ1)地区については、令和4年11月から12月にかけて実施したサウンディング調査において回答を得た事業者等に対して
再度ヒアリングを行った。そのうえで、事業者の意見を基に利活用の方法、事業手法、課題等の調査を行い、庁内関係課と整備
の方向性について協議、検討を行った。

また、 NPO法人茅ヶ崎海岸づくり推進機構と連携してグランドプランの周知に努めた。

土地の利活用について想定される事業内容や課題
等、事業者の意見を把握することができた。 NPO法人
との連携においては、イベントを通じて多くの市民
に周知が図れた。

地区全体の具体的な整備方針を定め、必要な基盤整備
を行う必要がある。

広域連携

公民連携

□ I②連携効果はあまり見込めない

■ l①連携効果が見込める

□ I②連携効果はあまり見込めない

神奈川県と調整を図り、神奈川県の事業と一体的な整
備を行うことで魅力的な土地の利活用ができると考えら
れる。

事業連携の可能性について検討を行っているが、土地
利活用の方法や事業手法等については未定。
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令和 5年度決算事業評価シート
評価対象：令和 5年度決算

1 基礎情報

企業移転・サテライトオフィス設置支援事業

経済部産業観光課 青木聡 2391 

2 事業概要（令和5年4月1日時点）

本市への本社移転、支社、サテライトオフィス設置（立地奨励）に係る費用や従業員の転入、新たに市民を雇用（雇用

奨励）した際の奨励金を支援することで多様なワークスタイルに対応するための地盤を整え、地域経済の拡大と活性化を

図る。

■直営 口 委 託 ロ一部委託 口指定管理者制度 口協働 □提案型民間活用制度 □PFI 

□その他の民間活用 （ 

3 事業費・従事職員数

2,059,000 

三01 商工振興費

新型コロナウイルス感染症対策事業費

01 I新型コロナウイルス感染症対策事業費

4 令和5年度の取組内容

0.20 人工

人工

人工

100,000 

0.20 人工

人工

人工

本制度を活用し本市に本社移転、支社、サテライトオフィスの設置をした企業にインタビューを行い、本市に移転等をした理
由や本市の魅力、本市での働き方などを市ホームページのプロモーションページに追加するとともにインスタグラムなどのSNSで
発信した。

また、企業が移転等をする際の相談先である金融機関や不動産事業者等に本制度の情報発信を行った。

令和 5年度は雇用奨励補助が 2件のみで、実際の
本社移転や支社、サテライトオフィスの設置は0件
であったが、問合せ件数は一定程度あり、次年度の
移転等に向けた相談もあった。

広域連携
■ I②連携効果はあまり見込めない

■ I①連携効果が見込める
公民連携

□ I②連携効果はあまり見込めない

年度によって申請件数にばらつきはあるものの、コロ
ナ禍を機に自宅等で仕事をするテレワークが一般的に
なったことや企業の都心回帰、近郊分散型のワークスタ
イルニーズの落ち着きなどから申請件数は減少してい
る。今後はコロナ禍における支援策としてではなく、企
業誘致施策として施策を展開していく必要がある。

企業誘致施策は都市間競争であるため。

市外の企業に向けた周知が必要なため、金融機関や不
動産事業者などの民間事業者との連携が不可欠である。
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令和 5年度決算事業評価シート
評価対象：令和 5年度決算

1 基礎情報

森林環境譲与税活用事業

都市部景観みどり課 吉野大成 2349 

2 事業概要（令和5年4月1日時点）

森林環境譲与税は、法により森林の整備、人材育成、木材の利用や普及啓発に使途が定められているため、特に重要な
自然環境が残されている特別緑地保全地区等において、危険木等の伐採など森林整備の充実を図るもの。

口直営 ■委託 ロ一部委託 口指定管理者制度 口協働 □提案型民間活用制度 □PFI 

□その他の民間活用 （ ） 

森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律

3 事業費・従事職員数

3,262,468 

0.40 人工

人工

人工

08 土木費

04 都市計画費

04 緑化推進費

040特別緑地保全地区整備推進事業費

01 特別緑地保全地区整備推進事業費

9,736,000 

30,509,419 

0.60 人工

人工

人工

01 一般会計

08 土木費

04 都市計画費

05 公園費

040 森林緑地等維持管理経費

01 森林緑地等維持管理経費

4
 清水谷特別緑地保全地区内で森林整備の一環として、都市緑地法第17条に基づき 1筆928.9面の買取を実施した。また、ナラ枯

れ被害木や倒木の危険性や隣地の支障となっている危険支障木 13 8本について重点的に伐採・枝払いを実施した。その他、赤
羽根字十三図周辺特別緑地保全地区及び相模川河川敷市占有地（平太夫新田）において、適切な保全管理の一環として、隣地支
障木の伐採などを実施した。
木材利用として、清水谷の伐採材等を活用して、市民の森及び高砂緑地にベンチを2基設置したほか、森林整備に関する人材育

成として、清水谷で活動する団体に対し、ノコギリ等の備品の貸与を実施した。

清水谷特別緑地保全地区において、危険木等の重
点的伐採を実施た結果、林床環境が明る＜改善し下
草が増えるなど森林環境の改善が見られた。また、
危険木等の伐採により、林内における活動等の安全
性が向上した。

重点伐採等における伐採材の集積等について、域内集
積を基本とし市民団体と複数回協議を実施したが、生物
多様性の保全及び保全活動の安全上の観点において、そ
の集積場所及び集積方法について課題となる。また、林
内環境の変化については、継続したモニタリングが必要
である。

広域連携

公民連携

■ I②連携効果はあまり見込めない

■ I①連携効果が見込める

□ I②連携効果はあまり見込めない

近隣市町に隣接した立地ではなく、市域内での取り組
みのため、他市町等が連携して取り組むメリットがない
と思われる。

清水谷特別緑地保全地区においては、本市との協定に
基づき、自然環境保全に関する市民団体が森林整備等を
実施しているため。その他、森林整備に関しては多様な
主体による連携効果が期待できる。
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文化

評価対象事業

閾産後ケア事業

園博物館管理運営事業

育分科会

薗児童クラブ待機児童解消対策推進事業
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令和 5年度決算事業評価シート
評価対象：令和 5年度決算

1 基礎情報

産後ケア事業

こども育成部こども育成相談課 2179 

2 事業概要（令和5年4月1日時点）

病院等への通所や助産師等の居宅訪問により、産後の母子が心身の休息をとり、助産師等の専門職による身体的・心理
的ケア、保健・栄養指導等を受け、母子とその家族が健やかな育児ができるよう支援する。

口直営 .委託

□その他の民間活用

母子保健法第 17条の 2

ロ一部委託 口指定管理者制度 □協働

（ ）  

口提案型民間活用制度 □PFI 

3
 

1, 120, 325 

1. 10 人工

人工

1. 30 人工

1,710,000 

1,481,000 

1. 45 人工

人工

2. 10 人工

4
 令和 5年4月から産後ケアの利用申請を電子化し、手続きを簡素化することにより利用決定までの期間の短縮を図った。 1 1 

月からは、利用対象者を 4か月から 1歳までに拡大し、さらに利用回数の拡充及び、．従来の訪問型、通所型に加え、宿泊型を追
し、事業の拡充を行った。
また、利用者の自己負担額を委託料の 3割から 1割に減額するとともに、産後ケアの委託施設を拡充し、受け皿の確保に取り

より産後ケアを利用しやすくなるように努めた。

度より増加してお
用期限や選択肢が
困りごとを解消で

広域連携

公民連携
多くの民間医療機関等に事業を委託

ことができている3
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令和5年度決算事業評価シート
評価対象：令和 5年度決算

1 基礎情報

博物館管理運営事業

教育推進部博物館 須藤格 81-5607 

2 事業概要（令和5年4月1日時点）
「市民•利用者と共に考え、活動し、成長する博物館」の実現に向けた取り組みを推進する。茅ヶ崎の自然や歴史・文

化について調査研究、収集保管、教育普及（展示、ワークショップ、情報発信等）の活動を行い、来館やオンラインでの
利用を推進し、市内外の市民•利用者に学習の機会の創出と提供を図る。なお、取り組みの実施にあたっては、令和5年4
月1日に施行される改正博物館法を考慮し、 ITを最大限に活用する。また、博物館南側の駒寄川護岸整備工事を行い博物
館整備事業の一定の完了を目指す。

111直営 口委託 璽一部委託 口指定管理者制度 口協働 □提案型民間活用制度 □PFI 

□その他の民間活用 （ 

教育基本法、社会教育法、文化芸術基本法、文化財保護法、博物館法

180,118 

402,715,793 

4.24 人工

人工

2.20 人工

119, 079 

89,817,966 

4.59 人工

人工

3.39 人工

社会教育費

博物館費

博物館管理運営経費

01 I博物館管理運営経費

4
 

博物館は、茅ヶ崎の自然や歴史・文化に関する展示やワークショップをはじめとした教育活動を展開した。ポータルサイトや
SNS等を活用した広報活動を積極的に行い、主催の企画展 3回、神奈川県教育委員会との共催展 1回を開催したほか、関連事業と
してワークショップや講演会、展示解説を実施した。また、茅ヶ崎の自然や歴史。文化に関するワークショップや特集展示、関

と連携した展示を実施した。その他、市指定重要文化財である民俗資料館（旧和田家住宅）を活用したイベント、図書館
青少年課と協力。連携した教育活動を、特に児童 s 生徒や、子育て世代の方を対象に取り組んだ。また、有識者や市

される博物館協議会を開催し、博物館の運営や教育活動について審議した。
てヽは、 5年12月に整備工事が完了し、博物館整備事業は一定の完了を迎えた。

1日施行）に基づき、博物館の教育活動のDXの一環として関連事業で取り組んでいる「デ
し、デジタルアーカイプとポータルサイト、まち歩きアプリを開設したほか、所蔵

した。また、国が推進するデジタルアーカイプ「ジャパンサーチ」に接続・公開
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5年度、博物館には市内外から44,113人来館者数
があった。隣接する民俗資料館（旧和田家住宅・旧
三橋家住宅）の来館者は6,292人あり、相乗効果で増
加傾向にある。

学校教育と連携し、小学校の団体見学の受け入れ
や小中学校への出前授業、中学校からの職場体験学
習生の受け入れなどを実施した。

収蔵資料のデジタルアーカイブでの公開を行った
ほか、関係部局や機関と協カ・連携し多様な学習機
会の創出と提供を行うことができた。

広域連携

公民連携

□ I②連携効果はあまり見込めない

■ I①連携効果が見込める

□ I②連携効果はあまり見込めない

敷地や建物、収蔵資料の管理、大学からの学芸員実習
生の受け入れ準備など、様々な教育ニーズに対応する運
営体制の構築に継続的に取り組む必要がある。
また、市民•利用者や児童•生徒、保護者が参加する

博物館活動の検討・実施も必要である。加えて博物館周
辺には、国指定史跡・下寺尾官荷遺跡群や西方遺跡をは
じめとする、多くの自然や歴史・文化に関する文化財が
あるため、それらをマップやアプリケーション等で紹介
するほか、博物館の学芸員が解説するまち歩き事業を実
施するなど、多様な学習機会の創出と提供を促進するこ
とが求められている。
なお、博物館の教育活動を担う学芸員の資質向上と

いった人材育成にも取り組む必要がある。

神奈川県教育委員会と共催し、県内の他市町の指定文
化財を含む考古資料の展示会のほか、講演会やワーク
ショップといった関連事業を実施し、市内外から来館者
があり教育効果があったため。

博物館は、旧文化資料館で培った市民と協力して行う
博物館活動を継承し発展することを目標の一つとしてお
り、今後、現在の市民•利用者のニーズに沿った方法で
の実施を博物館協議会で協議・検討しているため。
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令和 5年度決算事業評価シート
評価対象：令和 5年度決算

1 基礎情報

児童クラブ待機児童解消対策推進事業

教育推進部青少年課 関山知子 3349 

2 事業概要（令和5年4月1日時点）

待機児童が多く発生する見込みである小学校区に定員45名程度の民設民営児童クラブの公募を実施する。

口直営 ■委託 □一部委託 ■指定管理者制度 口協働 □提案型民間活用制度 □PFI 

■その他の民間活用 （運営費等の補助金の交付 ） 

児童福祉法、子ども子育て支援法

3 事業費・従事職員数

10 教育費

三05 青少年対策費

放課後児童健全育成事業費

01 I放課後児童健全育成事業費

4 令和5年度の取組内容

3,460,092 

204,292,063 

1. 90 人工

人工

人工

3,461,810 

236,471,174 

1. 78 人工

人工

人工

待機児童が多く発生する見込みである、松林・室田小学校区に民設民営児童クラブ及び小和田小学校区に小学校施設を活用し
た公設民営児童クラブの新規開所準備に加え、茅ヶ崎・東海岸、松浪、浜須賀、小和田小学校区の既存施設の定員の拡大準備を
行った。

また、待機児童となっている 1年生から 3年生を対象とした夏季休暇期間対策として、小学校施設を活用した臨時保育の実施
に向けた調整準備を行った。

・児童クラブの新規開設 2クラブ
（全クラブ数36)

・定員拡大人数 1 7 6名
（全定員数2,139名）

広域連携
①連携効果が見込める

■ I②連携効果はあまり見込めない

■ I①連携効果が見込める

公民連携

□ I②連携効果はあまり見込めない

子育て世帯の転入や共働き世帯の増加等による児童ク
ラブの保育需要の把握が難しい。

児童クラブは原則市内の小学校に通う児童を対象とし
ているため、広域連携にはそぐわない。

平成 27年度から待機児童の増加が見込まれる地域に
民設民営児童クラブを設置し、令和 6年4月現在9つの
クラプが開所している。多様な保護者ニーズに適切に対
応するとともに、待機児童の解消の一翼を担っている。



-23-

--0123456789

環境厚生分科会

評価対象事業

・成年後見制度利用促進に向けた体制整備

（中核機関の設置・運営）

・保健師の人材育成マネジメント業務

・焼却残漬再資源化事業
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令和5年度決算事業評価シート
評価対象：令和 5年度決算

1 基礎情報

成年後見制度利用促進に向けた体制整備（中核機関の設置。運営）

福祉部地域福祉課 瀧田美穂 3229 

2 事業概要（令和5年4月1日時点）

成年後見制度利用促進のための中核機関として、判断能力が不十分な方が安心して暮らせるよう、多様な機関や専門職
等とのネットワークの構築、成年後見制度の広報、相談対応、利用促進、後見人等支援、市民後見人養成に取り組む。

.直営 口委託 .一部委託 口指定管理者制度 口協働 □提案型民間活用制度 □PFI 

□その他の民間活用 （ 

成年後見制度の利用の促進に関する法律、第二期成年後見制度利用促進基本計画

3
 

7,895,783 

1. 00 人工

人工

人工

8,500,791 

1. 30 人工

人工

人工

二01 社会福祉総務費

地域福祉計画推進経費

01 I地域福祉計画推進経費

4 令和5年度の取組内容

として茅ヶ崎市成年後見支援センターを市役所分庁舎内に設立。成年後見制度の周知啓発の強化
ンターやケアマネージャー等と連携して積極的にアウトリーチ（訪問）を行い、福祉課題

しつつ、必要に応じて成年後見制度利用につなげた。市民後見人養成・活動支援業務は茅ヶ崎市

実人数）で
報活動や関粽
進んだ。

広域連携

公民遮携
朧 1①連携効果が見込める

□ I②連携効果はあまり見込めない

判断能力が不十分な相談対象者と相談者が市域をまた
がる場合には、当該市町の中核機関等と連携して支援し
ているため。
I 

令和5年度は成年後見支援センターでの相談業務の一部
をNPO法人に委託した。また、福祉事業所等との連携によ
り、判断能力が不十分な方の見守りができるため。
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令和 5年度決算事業評価シート
評価対象：令和 5年度決算

1 基礎情報

保健師の人材育成マネジメント業務

保健所保健企画課 榎本浩二 38-3313 

2 事業概要（令和5年4月1日時点）

実践的な保健活動を展開できる保健師の育成のために、キャリアレベルに応じた専門性研修や専門性面接などを実施す
る。また、保健師活動アドバイザーを雇用し、保健師の公衆衛生活動に関し、専門的な立場から指導・助言をいただき、
事業の質の向上と、保健師の人材育成を行う。併せて、感染症や災害時等の健康危機発生時に庁内保健師が活動できるよ
う、体制づくりを行う。

■直営 口委託 ロ一部委託 口指定管理者制度 口協働 □提案型民間活用制度 □PFI 

□その他の民間活用 （ 

地域保健対策の推進に関する基本的な指針

3 事業費・従事職員数

｀ ~芯~ …~ ゞ苓~、いふ

04 

01 保健衛生費

07 保健所費

010保健所管理運営経費

01 保健所管理運営経費

171, 8801 39 % 

171,880 

0. 71 人工

人工

人工

1, 334, 5321 76 % 

1,334,532 

0.98 人工

人工

人工

4 令和5年度の取組内容

経験年数別の課題に焦点を当てた階層別研修及ぴ災害対応力向上を目的とした研修を実施した。外部機関が実施する専門研修
は受講できる人数が限られるため、研修内容を多くの保健師間で共有できるよう受講者による伝達研修を実施した。保健師の専
門性を高めるため専門性面接を実施し、経験年数に応じて求められる能力や技術の習熟度を、上席保健師の面接により確認し
た。加えて「保健師活動アドバイザー」を設置し、公衆衛生業務における知識や技術の助言指導を受け、人材育成を実施した。
また、能登半島地震に伴う被災地派遣の際には、経験豊富なアドバイザーから派遣職員の心得やノウハウを助言してもらった。

公衆衛生業務の実務や被災地派遣について指導・
助言を受け、実務に活かすことができ、専門性を発
揮することができた。専門研修では「業務で悩んで
いたことを解消できた、自身の成長につながる」等
の前向きな意見が多く、保健師育成の一助となっ
た。

広域連携

公民連携

□ I②連携効果はあまり見込めない

■ I①連携効果が見込める

DI②連携効果はあまり見込めない

今後は実務に加えて、公衆衛生の基本的な考えやマイ
ンドを醸成することを重視し、保健師としての応用力を
高められるような対策が必要である。

研修企画において寒川町と保健師人材育成における課
題点を共有することで、気づきを得られるため。

看護系医療大学と連携することで、最新の情報を取り
入れた保健師人材育成研修を実施できるため。
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令和 5年度決算事業評価シート
評価対象：令和 5年度決算

ー

所長 富田雄也
担 当 課 長 広 田 和 明

6001 
6000 

2 事業概要（令和5年4月1日時点）

焼却残i査の約60％を埋立処分している堤十二天一般廃棄物最終処分場は、埋立終了期限が令和16(2034)年3月までと
なっており、また、新たに最終処分場を建設することは困難なため、焼却残i査の処理を民間事業者に全量委託する必要が
ある。そこで、 16(2034)年度には焼却残澄の100％再資源化を目標に本事業を拡充し、再資源化処理が滞ることがないよ
うにリスク分散を図りながら、焼却残漆の安定処理を継続する。

口直営 .委託 ロ一部委託 口指定管理者制度 口協働 □提案型民間活用制度 □PFI 

□その他の民間活用 （ 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第 6条の 2 市町村の処理

3 事業費・従事職員数

92,844,383 

148,200 

0. 53 人工

人工

人工

98,488,996 

0.53 人工

人工

人工

じんかい処理費

070最終処分場経費

最終処分場経費

4
 

令和 5年度は焼却残演が 6, 4 6 3トン発生した。そのうち、全体の 6l. 1％に当たる 3, 9 5 1トンを本市の最終処分場
1 0. 6％に当たる 686トンを区域外の最終処分場に、それぞれ埋め立て処分を行った。また、再資源化事業としては、
2 0％に当たる 1, 2 9 1トンを人工石化として 3社で、 5. 3％に当たる 341トンを人工砂化として 2社で、 3％に

たる 19 4トンをセメント原料化として 2社で、それぞれ処理を行った。

委託事業者全てにおいて、計画的に焼却残演の再
た。また、再資源化の新たな事業者を
ことができた。

広域連携

公民連携

、各自治体はセメント原料
移行している。事業者も処
治体間で事業者の獲得競争
金の値上げ等により処理費

リスク分散の観点から 7社に少量ずつ委託している
が、寒川町と共通の事業者に委託することでまとまった

i②連携効果はあまり見込めない 1量となり、事業者確保が優位になる。

I①連携効果が見込める 1 

各社のリサイクル技術を活用し、歯環型社会の形成を

②連携効果はあまり見込めない
1推進できる。
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